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我が国における議院内閣制の下での政策形成過程に関する研究
西　　 孝　 典＊
論文の概要
　日本国憲法において，内閣は法律の定めるとこ
ろにより，その首長たる内閣総理大臣及びその他
の国務大臣で組織し（第66条），内閣総理大臣は，
「国会議員の中から国会の議決で，これを指名す
る．」（第67条第 1項）と規定する．国会の議決に
よる指名については，衆議院と参議院が異なった
場合は衆議院の優越が認められ（第67条第 2項），
衆議院で不信任の決議案が可決されたときは解散
しなければならない（第69条）とある．また，参
議院には解散権がない．また，法案の再議決，予
算の優越なども衆議院に認められている．憲法に
おいて，政府が議会の信任を在職の要件とする制
度としての，「議院内閣制」を採用しているのは明
らかである．しばし，「議院内閣制」と「大統領
制」が比較され，我が国においても，「大統領制」
に類似した首相公選制待望論が上がっている時期
もあった．これは，日本の政治が常々，迅速でダ
イナミックな意思決定や社会の変化に合わせた大
胆な改革が不足していることが指摘され背景にあ
った．しかし，「議院内閣制」は，議会のみが民主
的に選出され，その正統性を基盤として議会の多
数派から代表が選出され内閣は成立するため，民
意は一元的に代表される．この面に着目すると大
統領と議会が別々に選出される二元代表性より，
権力が集中している．実際に我が国の例でも，二
元代表性を採用している地方議会において，改革
派の首長が当選しても議会との対立構造ができ停
滞することが，多々しばし起こっている．
　上記に「議院内閣制」は，より権力が集中した
構造だと述べたが，実際に小泉内閣，第二次安倍
内閣においては，首相の強いリーダーシップによ
って，政策を押し進めることができた．そこで，
ときの首相のリーダーシップの強弱に左右されず，
政権が政策を進めるためにはどのような問題点が
あるのか，政策形成プロセスにおける政官関係に
着目し論じていく．「議院内閣制」の下で，ダイナ
ミックな構造変革が最も可能であるのは政権交代
によるものである．そこで，我が国において，初
めて選挙による政権交代が行われた2009年政権交
代時の成功事例についても検証した．
論 文 構 成
　本論文は序章，第 1章，第 2章，第 3章，終章
と構成している．
　まず，第 1章は議院内閣制の起源であるイギリ
スにおいて議院内閣制の起源と発展について述べ，
我が国の戦前・戦後の議院内閣制の歴史について
も述べた．また，民主主義を多数決型とコンセン
サス型に大別し，その特徴から，我が国において
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1990年代構造改革以降の「議院内閣制」の変容に
ついても述べている．
　第 2章では，政官関係に着目している．ここで
は，55年体制下，また民主党政権が目指していた
政官関係について述べた．また，我が国とイギリ
スの政官関係について政策決定過程における官僚
の関与，官僚の人事権に論点を置き，述べた．
　第 3章では事例検証を行う．ここでは，民主党
への政権交代時に政策形成過程においての政官関
係の変容による成功事例として高校授業料無償化
について着目し述べた．
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